
平 成 19 年 度

国立高度専門医療センター特別会計財務書類



国立高度専門医療センター特別会計財務書類は、「特別会

計に関する法律」第 19条第 1項の規定により、資産及び負債

の状況その他の決算に関する財務情報を開示するために企業

会計の慣行を参考として作成した書類である。



貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 19年

3月 31日）

本会計年度
（平成 20年

3月 31日）

前会計年度
（平成 19年

3月 31日）

本会計年度
（平成 20年

3月 31日）

＜資 産 の 部＞ ＜負 債 の 部＞

現 金 ・ 預 金 12,859 16,968 未 払 金 178 127

た な 卸 資 産 179 251 未 払 費 用 156 516

未 収 金 11,787 12,676 賞 与 引 当 金 2,923 2,974

未 収 収 益 0 0 借 入 金 186,445 180,728

前 払 費 用 0 0 退 職 給 付 引 当 金 44,869 43,360

貸 倒 引 当 金 � 119 � 11

有 形 固 定 資 産 309,142 302,069
国有財産（公共用
財産を除く） 287,996 284,455

土 地 136,529 139,451

立 木 竹 377 377

建 物 87,050 83,386

工 作 物 58,780 54,262 負 債 合 計 234,572 227,707
建 設 仮 勘 定 5,258 6,976

物 品 21,145 17,613 ＜資産・負債差額の部＞

無 形 固 定 資 産 47 104 資 産 ・ 負 債 差 額 99,324 104,352

資 産 合 計 333,897 332,059 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 333,897 332,059



業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 18年 4月 1 日
至 平成 19年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 19年 4月 1 日
至 平成 20年 3月 31日

�
�

人 件 費 44,930 45,194

賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,923 2,974

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 4,276 3,736

医 薬 品 費 13,051 13,547

食 糧 費 865 822

医 療 技 術 開 発 等 研 究 費 5,847 6,102

補 助 金 等 1,712 1,803

委 託 費 2,222 2,220

一 般 会 計 へ の 繰 入 ― 9

庁 費 等 37,086 37,141

そ の 他 の 経 費 387 339

減 価 償 却 費 15,315 13,859

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 � 41 � 96

支 払 利 息 10,344 4,866

資 産 処 分 損 益 4,313 3,486

本 年 度 業 務 費 用 合 計 143,235 136,007



資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 18年 4月 1 日
至 平成 19年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 19年 4月 1 日
至 平成 20年 3月 31日

�
�

� 前年度末資産・負債差額 61,481 99,324

� 本年度業務費用合計 � 143,235 � 136,007

� 財 源 181,709 142,851

1 自 己 収 入 93,648 95,829

診 療 収 入 85,431 86,917

入 院 患 者 収 入 65,369 66,169

外 来 患 者 収 入 20,062 20,747

医療技術開発等研究収入 7,530 7,818

運 用 益 0 9

そ の 他 の 財 源 685 1,085

2 他会計（勘定）からの受入 88,060 47,022

一般会計からの受入 88,060 47,022

� 無 償 所 管 換 等 � 630 � 1,816

� 本年度末資産・負債差額 99,324 104,352



区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 18年 4月 1 日
至 平成 19年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 19年 4月 1 日
至 平成 20年 3月 31日

�
�

� 業 務 収 支

1 財 源

診 療 収 入 85,582 86,012

看護師養成所収入 261 264

医療技術開発等研究収入 7,529 7,818

運 用 収 入 0 8

そ の 他 の 収 入 413 824

一般会計からの受入 88,060 47,022

前年度剰余金受入 822 10,896

資金からの受入（予算上措置されたもの） 900 100

財 源 合 計 183,570 152,948

2 業 務 支 出

� 業務支出（施設整備支出を除く）

人 件 費 � 52,492 � 53,355

医 薬 品 費 � 13,039 � 13,658

食 糧 費 � 866 � 825

医療技術開発等研究費 � 6,706 � 6,784

補 助 金 等 � 1,712 � 1,803

委 託 費 � 2,222 � 2,220

一般会計への繰入 � 7 � 16

庁 費 等 の 支 出 � 40,818 � 41,873

そ の 他 の 支 出 � 387 � 339

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 118,254 � 120,877

� 施 設 整 備 支 出

土 地 に 係 る 支 出 ― � 4,414

建 物 に 係 る 支 出 � 462 � 237

そ の 他 の 支 出 � 635 � 2,089

施設整備支出合計 � 1,097 � 6,740

業 務 支 出 合 計 � 119,351 � 127,618

業 務 収 支 64,218 25,329



� 財 務 収 支

借 入 に よ る 収 入 13,358 7,100

借入金の返済による支出 � 54,685 � 12,817

利 息 の 支 払 額 � 10,224 � 4,506

財 務 収 支 � 51,551 � 10,223

本 年 度 収 支 12,666 15,105

資金への繰入（決算処理によるもの） � 1,770 � 493

翌 年 度 歳 入 繰 入 10,896 14,612

資金本年度末残高 1,962 2,355

本年度末現金・預金残高 12,859 16,968



注 記

1 重要な会計方針

� たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法によっている。

� 減価償却の方法等

� 有形固定資産

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づく

定率法によっている。

物品については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額

を取得原価の 10％とした定額法によっている。

� 無形固定資産

ソフトウェアについては、利用可能期間（ 3年及び 5年）の開発費等の累計額を資産価額とし、利用

可能期間に基づく定額法によっている。

� 引当金の計上基準及び算定方法

� 貸倒引当金

未収金のうち一般債権及び履行期限到来等債権については、過去 3年間の貸倒実績率に基づく回収

不能見込額を計上している。

� 賞与引当金

6月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。

� 退職給付引当金

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。

・基 本 額…勤続年数別の職員数×平均給与×自己都合退職手当支給率

・調 整 額…「国家公務員退職手当法」第 6条の 4に定められた区分別の職員数×想定される調整

月額単価×60ヶ月

恩給に係る引当金については、将来給付見込額を受給者見込数、改訂率見込、割引率を用いて計算

した額を計上している。

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34年 10月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る引

当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金については、「遺族補償年金に

係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。

� その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

� 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

� 前会計年度計数の計上方法

前会計年度の計数は、本特別会計に対応する「特別会計に関する法律」附則第 66条の規定による廃

止前の国立高度専門医療センター特別会計の平成 18年度の計数を計上している。



2 偶発債務

� 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なもの

（単位：百万円）

訴 訟 の 略 称 請 求 金 額 事 件 番 号 訴 訟 の 概 要

国立高度専門医療センターにおける
医療訴訟 810 甲府地裁

平 14（ワ）312 手術後の障害に係る損害賠償請求

90
大阪地裁
平 15（ワ）4492
大阪高裁
平 19（ネ）38

治療後の障害に係る損害賠償請求

61
東京地裁
平 16（ワ）8109
東京高裁
平 19（ネ）3685

手術後の死亡に係る損害賠償請求

59 大阪地裁
平 17（ワ）3810 検査不実施に係る損害賠償請求

132 東京地裁
平 17（ワ）18088 手術後の障害に係る損害賠償請求

1 東京地裁
平 17（ワ）22362 ＨＩＶ感染に係る損害賠償請求

131 東京地裁
平 17（ワ）23042 手術後の死亡に係る損害賠償請求

81 長野地裁佐久支部
平 18（ワ）145 手術中の死亡に係る損害賠償請求

80 千葉地裁
平 18（ワ）2787 処置後の死亡に係る損害賠償請求

100 東京地裁
平 18（ワ）12530 手術後の死亡に係る損害賠償請求

100 東京地裁
平 19（ワ）20483 手術後の障害に係る損害賠償請求

61 東京地裁
平 19（ワ）26759 処置の不実施に係る損害賠償請求

5 東京簡裁
平 19（ノ）50202 手術後の処置に係る損害賠償請求

国立高度専門医療センターにおける
その他の訴訟 12

大阪地裁
平 17（行ウ）80
大阪高裁
平 20（行コ）37

公務災害に係る訴訟

（注 1） 訴訟の見込、結果にかかわらず、平成 20年 3月 31日現在の請求金額を記載している。
（注 2） 訴訟の略称欄は事件の通称名を記載している。
（注 3） 事件番号毎に記入している。

3 翌年度以降支出予定額

� 歳出予算の繰越し

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 379百万円

� 国庫債務負担行為

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 16,112百万円

4 追加情報

� 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

� 貸倒引当金を計上している債権のうち、徴収可能性に重大な懸念が生じているもの

債権の種類：病院等療養費債権

懸念の内容：債権の増大、相手先の生活困窮及び行方不明等の未収金

金 額：11百万円

� 財政法第 44条の資金

資金の種類：積立金

根 拠 法 令：「特別会計に関する法律」附則第 187条

内 容：決算上の剰余金のうち、国立高度専門医療センターの経営費に充てるために必要な

金額を積み立てるために設置している。



� 業務費用計算書における収益の計上

・「貸倒引当金戻入額」において、貸倒引当金の戻入額（貸倒引当金減少額）96百万円が計上されてい

る。

� 表示科目の説明

� 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、日本銀行預金及び財政融資資金預託金を計上している。

・「たな卸資産」には、医薬品等を計上している。

・「未収金」には、当該年度末における当該年度分及び過年度分の診療収入等の未収額を計上してい

る。

・「未収収益」には、運用利子に係る当年度分を計上している。

・「前払費用」には、翌年度以降分の自賠責保険料を計上している。

・「貸倒引当金」には、未収金に対する貸倒見積額を計上している。

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、非償却資産については国有財産台帳価格を基礎とした価

格、償却資産については国有財産台帳価格から減価償却費相当額を控除した後の価格で計上して

いる。

・「土地」には、国有財産台帳に記載されている土地の台帳価格を計上している。

・「立木竹」には、国有財産台帳に記載されている立木竹の台帳価格を計上している。

・「建物」には、国有財産台帳に記載されている建物の台帳価格から、定率法により減価償却費相当

額を控除した後の価格を計上している。

・「工作物」には、国有財産台帳に記載されている工作物の台帳価格から、定率法により減価償却費

相当額を控除した後の価格を計上している。

・「建設仮勘定」には、繰越工事に係る不動産の支払額を計上している。

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50万円以上の物品について、取得価格から減価償却費相当

額を控除した後の価額で計上している。

・「無形固定資産」には、電話加入権については取得価格、ソフトウェアについては取得に要した費

用から減価償却費相当額を控除した後の価額で計上している。

イ 負債の部

・「未払金」には、児童手当、公務災害補償費、未払恩給給付費及び消費税等に係る未払額を計上し

ている。

・「未払費用」には、財政融資資金からの借入金に係る未払利息を計上している。

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。

・「借入金」には、施設の整備財源として財政融資資金からの借入金を計上している。

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源、恩給給付費等に係る引当金を計上してい

る。

� 業務費用計算書

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの（職員の手

当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当す

るもののうち国家公務員共済組合負担金として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当、賞与

及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上してい

る。

・「賞与引当金繰入額」には、6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。

・「医薬品費」には、医薬品の消費量で帳簿価格を計上している。

・「食糧費」には、患者用食糧の消費量で帳簿価格を計上している。



・「医療技術開発等研究費」には、受託研究の実施に係る経費等を計上している。

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当するものを計上して

いる。

・「委託費」には、決算書の使途別分類が、「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当しないものを計上し

ており、主なものとして、循環器病研究委託費等を計上している。

・「一般会計への繰入」には、「特別会計ノ恩給負担金ヲ一般会計ニ繰入ルルコトニ関スル法律」の規定

に基づく一般会計への恩給負担金の繰入額、及び「退職職員に支給する退職手当支給の財源に充て

るための特別会計からする一般会計への繰入れに関する法律」第 1条の規定に基づく一般会計への

政府職員失業者退職手当特別会計負担金の繰入額を計上している。

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目で計

上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の科目

で表示するには金額の少ないものを計上している。

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。

・「貸倒引当金戻入額」には、貸倒引当金が減少したことに伴う戻入額を計上している。

・「支払利息」には、借入金の資金調達に関して発生した利息を計上している。

・「資産処分損益」には、有形固定資産の売却、除却等の処分に伴い生じた損益を計上している。

� 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「診療収入」には、入院患者収入及び外来患者収入を計上している。

・「入院患者収入」には、入院患者の入院料、その他診療に伴う収入及び文書料収入を計上している。

・「外来患者収入」には、外来患者の診療に伴う収入及び文書料収入等を計上している。

・「医療技術開発等研究収入」には、受託研究の実施に係る収入等を計上している。

・「運用益」には、財政融資資金に預託している積立金の運用から生じる利子収入を計上している。

・「その他の財源」には、公務員宿舎貸付料及び建物及物件貸付料等を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 6条の規定による経営費、看護師養成費、

施設費等の財源の一部に充てるための一般会計からの受入額を計上している。

・「無償所管換等」には、一般会計への土地等の無償譲渡に伴う資産・負債差額の増減等を計上してい

る。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

� 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「診療収入」には、入院患者収入及び外来患者収入を計上している。

・「看護師養成所収入」には、国立看護大学校における授業料等の収入を計上している。

・「医療技術開発等研究収入」には、受託研究の実施に係る収入等を計上している。

・「運用収入」には、財政融資資金に預託している積立金の運用から生じる利子収入を計上してい

る。

・「その他の収入」には、公務員宿舎貸付料及び建物及物件貸付料等を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 6条の規定による経営費、看護師養成

費、施設費等の財源の一部に充てるための、一般会計からの受入額を計上している。

・「前年度剰余金受入」には、本特別会計の前年度剰余金（本年度収支に財政法第 44条の資金との決

算処理による収支等を加減したもの）を計上している。



・「資金からの受入（予算上措置されたもの）」には、「特別会計に関する法律」附則第 187条第 2項の

規定による国立高度専門医療センターの経営費を支弁するために積立金より受け入れられる額を

計上している。

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの（職員の手

当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当

するもののうち国家公務員共済組合負担金として支出した額を計上している。

・「医薬品費」には、医薬品の購入に係る支出を計上している。

・「食糧費」には、患者用食糧の購入に係る支出を計上している。

・「医療技術開発等研究費」には、受託研究の実施に係る経費等を計上している。

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当する支出額を計

上している。

・「委託費」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当しない支出額を計

上しており、主なものとして、循環器病研究委託費等を計上している。

・「一般会計への繰入」には、「特別会計ノ恩給負担金ヲ一般会計ニ繰入ルルコトニ関スル法律」の規

定に基づく一般会計への恩給負担金の繰入額、及び「退職職員に支給する退職手当支給の財源に

充てるための特別会計からする一般会計への繰入れに関する法律」第 1条の規定に基づく一般会

計への政府職員失業者退職手当特別会計負担金の繰入額を計上している。

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当の支出のうち、施設整

備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独の科

目で表示するには金額の少ないものを計上している。

・「土地に係る支出」には、土地の取得に係る支出を計上している。

・「建物に係る支出」には、病院等の建物の取得に係る支出を計上している。

・「その他の支出」には、病院等の工作物の取得に係る支出及び繰越工事に係る不動産の当該年度支

払額を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

イ 財務収支

・「借入による収入」には、施設の整備財源として財政融資資金からの借入金に係る収入を計上して

いる。

・「借入金の返済による支出」には、国債整理基金特別会計への繰入のうち借入金返済支出を計上し

ている。

・「利息の支払額」には、国債整理基金特別会計への繰入のうち、借入金に係る利子支払を計上して

いる。

ウ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。

・「資金への繰入（決算処理によるもの）」には、本特別会計での決算処理による財政法第 44条の資

金への繰入を計上している。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」から「資金への繰入（決算処理によるもの）」を減したものを

計上している。

・「資金本年度末残高」には、財政法第 44条の資金として保有している歳計外の現金・預金の本年

度末残高の合計額を計上している。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」に「資金本年度末残高」を加えたものを計上し

ている。計上額は、貸借対照表の現金・預金と一致する。



� その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

� 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

� 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

� 重要な過年度の会計処理の誤謬の修正

ア 納期限が翌年度 4月以降になる 2月、3月分の「診療収入」について、一部「未収金」として未計上

のものがあったため、遡及して修正を行った。この修正により前年度の貸借対照表において、「未

収金」が 1,441百万円増加し、「資産・負債差額」が 1,441百万円増加している。また、前年度の資

産・負債差額増減計算書において「入院患者収入」が 1,329百万円増加し、「外来患者収入」が 111百

万円増加している。

イ 財政融資資金からの借入金に係る未払利息について一部「未払費用」として未計上のものがあった

ため、遡及して修正を行った。この修正により前年度の貸借対照表において「未払費用」が 131百万

円増加し、「資産・負債差額」が 131百万円減少している。また前年度の業務費用計算書における

「支払利息」が 131百万円増加している。

ウ 恩給給付費及び国家公務員災害補償年金に係る「退職給付引当金」の計上に誤りがあったため、遡

及して修正を行った。この修正により前年度の貸借対照表において「退職給付引当金」が 35百万円

増加し、「資産・負債差額」が 35百万円減少している。また、前年度の業務費用計算書における「退

職給付引当金繰入額」が 33百万円増加している。

エ 前年度においてがん研究助成金について、「委託費」として処理していたが、「補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当するものであったため「補

助金等」として表示することに変更した。なお、この変更により前年度の業務費用計算書及び区分

別収支計算書において、「補助金等」が 1,712百万円増加し、「委託費」が同額減少している。

オ 固定資産の廃棄、交換等による処分損益、固定資産台帳の誤謬訂正等による増減額について、前

年度の業務費用計算書において「雑損」ないし資産・負債差額増減計算書において「雑収入」として計

上していたが、遡及して修正した。この修正により前年度の業務費用計算書において、「雑損」が

5,123百万円減少し、「資産処分損益」が 4,313百万円増加している。また、資産・負債差額増減計

算書において、「その他の財源」が 179百万円減少し、「無償所管換等」が 630百万円、「医療技術開

発等研究収入」が 0百万円とそれぞれ増加している。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

� 資産項目の明細

� 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 15,105
財 政 融 資 資 金 預 託 金 1,862
合 計 16,968

� たな卸資産の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 評 価 差 額 強制評価減 本年度末残高

食 糧 20 825 822 ― ― 22
医 薬 品 159 13,658 13,589 ― ― 229
合 計 179 14,484 14,411 ― ― 251

� 未収金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

診 療 収 入 個人等 12,663
雑 収 入 個人等 12
合 計 12,676

� 貸倒引当金の明細

（単位：百万円）

区 分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘 要前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

未 収 金

過去 3年間の貸倒実
績に基づき算定

徴 収 停 止 債 権 ― ― ― ― ― ―

履行期限到来等債権 1,232 � 47 1,184 119 � 108 11
上 記 以 外 の 債 権 10,555 936 11,492 ― ― ―

合 計 11,787 888 12,676 119 � 108 11



� 固定資産の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本 年 度
減価償却額

評 価 差 額
（本年度発生分） 本年度末残高

（有 形 固 定 資 産）

国有財産（公共用財産除く） 287,996 7,007 2,120 8,428 ― 284,455
行 政 財 産 282,385 6,834 2,120 8,423 ― 278,675
土 地 130,973 4,417 1,497 ― ― 133,893
立 木 竹 377 0 0 ― ― 377
建 物 87,050 294 223 3,734 ― 83,386
工 作 物 58,724 368 363 4,688 ― 54,040
建 設 仮 勘 定 5,258 1,754 36 ― ― 6,976

普 通 財 産 5,611 173 ― 4 ― 5,780
土 地 5,555 2 ― ― ― 5,558
立 木 竹 0 ― ― ― ― 0
工 作 物 55 170 ― 4 ― 221

物 品 21,145 5,337 3,443 5,427 ― 17,613
小 計 309,142 12,345 5,563 13,855 ― 302,069

（無 形 固 定 資 産）

ソ フ ト ウ ェ ア 7 60 ― 3 ― 63
電 話 加 入 権 40 ― ― ― ― 40
小 計 47 60 ― 3 ― 104
合 計 309,189 12,406 5,563 13,859 ― 302,173

� 負債項目の明細

� 未払金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

児 童 手 当 個人 10
公 務 災 害 補 償 費 個人 1
未 払 消 費 税 等 国 113
恩 給 負 担 金 国 1
合 計 127

� 借入金の明細

（単位：百万円）

借 入 先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

財 政 融 資 資 金 186,445 7,100 12,817 180,728
合 計 186,445 7,100 12,817 180,728

� 退職給付引当金の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退 職 手 当 に 係 る 引 当 金 21,777 3,212 3,156 21,721
恩 給 給 付 費 に 係 る 引 当 金 41 7 3 37
整 理 資 源 に 係 る 引 当 金 22,823 2,016 567 21,374
国家公務員災害補償年金に係る引
当金 226 8 9 226

合 計 44,869 5,245 3,736 43,360



2 業務費用計算書の内容に関する明細

� 補助金等の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

が ん 研 究 助 成 金 個人 1,803 がんに関する研究助成 無

合 計 1,803

� 委託費の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

循 環 器 病 研 究 委 託 費 個人 656 循環器病に関する研究委託 無

精神・神経疾患研究委託費 個人 656 精神・神経疾患に関する研究委託 無

成 育 医 療 研 究 委 託 費 個人 240 成育医療に関する研究委託 無

国際医療協力研究委託費 個人 425 国際医療協力に関する研究委託 無

長 寿 医 療 研 究 委 託 費 個人 240 長寿医療に関する研究委託 無

合 計 2,220

3 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

� その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 民間企業等 1,085
合 計 1,085

� 無償所管換等の明細

（単位：百万円）

区 分 相 手 先 金 額 資産等の内容 所管換等の理由 備 考

財産の無償所管換（渡） 財務省 � 1,829 宿舎用不動産
東京都 23区内宿
舎の移転・再配置
計画による減

実測等と帳簿の差額 ― 96 病院等の固定資産 実測等による増

実測等と帳簿の差額 ― � 83 病院等の固定資産 実測等による減

合 計 � 1,816

4 区分別収支計算書の内容に関する明細

� その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 民間企業等 824
合 計 824

� 資金の明細

（単位：百万円）

資 金 名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

積 立 金 1,962 493 100 2,355
合 計 1,962 493 100 2,355




